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【エクゼクティブサマリ】 
 

1. 本プロジェクトの基本的な考え方 

グローバルな経済発展により、人々の食への関心は量的なものから、安全・安心、美味しさ、健

康へと移行している。世界的な健康への関心の高まりは、日本の食文化や日本食を広める大きな

機会となることが期待される。 

本プロジェクトでは、日本食の必須要素の一つである野菜を世界に広めるため、従来の植物工場

を進化させ、アグリビジネスを展開する国内外の有力企業に対し、日本の強みとする省エネルギ

ー技術、素材技術、ＩＣＴ技術を融合し、日本産と同等の安全性と高品質を担保した野菜栽培シ

ステム（以下、ＩＴグリーンハウス）及び関連インフラの輸出と農業担い手の栽培指導により、

日本からＩＣＴを用いた栽培支援サービスを提供する事業（以下、ＩＴグリーンハウス事業）の

推進を目指す。 

これにより、アジアモンスーン気候の高温多湿地域に適合したＩＴグリーンハウスと栽培支援サ

ービスの提供を通じて、日持ちや輸送コストの点で日本から輸出が難しい生鮮野菜を、日本と同

等品質で提供することが可能となる。経済産業省「通商白書」の定義にならい、1 家計あたりの

年間可処分所得が 35,000 ドル超を「富裕層」とすれば、新興国におけるサラダ等、生鮮野菜市場

形成の黎明期において、消費は富裕層から始まる。通商白書 2015 によると 2025 年のＡＳＥＡＮ、

中国、南アジアの富裕層が 6.3 億人になると予想している。これらの層が日本人一人当たりの生

鮮野菜消費量と同じ量を消費し、これに見合うＩＴグリーンハウス設備を、2025 年から 10 年間

で建設すると仮定した場合、2025 年のＩＴグリーンハウス設備の潜在的な市場規模は年間 6,000

億円～1兆円（対応する野菜市場は年間 4～6兆円）と推定した。 

 

2. 検討の視点と範囲 

ＩＴグリーンハウスは、従来の露地栽培に比べて環境制御が可能であるとともに、節水、農薬使

用の低減、過剰肥料による土壌や水の汚染防止が可能なシステムである。また、今後顕在化する

気候変動、都市化による水ストレス、及び環境汚染防止の高まりに対応し、減農薬・無農薬の安

全性や、日本と同等の品質を担保する野菜栽培システムである。この優れた生産方法により「Ｉ

Ｔグリーンハウス野菜」を「有機野菜」と同様に、ブランド野菜として販売することが可能であ

る。 

オールジャパンでの産学官連携、産産連携をおこない、カット野菜の加工工程やコールドチェー

ンの流通過程を含めた安全性、新鮮さ等の品質を担保することにより、日本品質の生鮮野菜をジ

ャパンプレミアム野菜（仮称：以下略）としてブランド化を実現する。また、ＩＣＴ技術を用い

たＩＴグリーンハウスと高度なデータ管理技術を使用した遠隔栽培支援サービスをパッケージ化

することにより、日本の農業担い手に貢献する農業関連システム産業に大きく育成することとし

たい。 

生産する野菜の安全性や高い品質等を示すためには、「日本産」表示に代わるブランド構築が必

須である。このブランド展開を通じて、消費者やＩＴグリーンハウスを購入する生産者等に、日
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本の種苗・栽培方法で作った野菜の良さや日本の食文化を伝え、現地の露地野菜や他国の植物工

場との差異化を行うＩＴグリーンハウス事業を推進する必要がある。 

昨年度のプロジェクトでは海外に向けたＩＴグリーンハウス事業推進のため、技術課題を中心に

議論し、高温多湿地域向けＩＴグリーンハウスの研究開発推進、海外事業展開に付いて提言をお

こなった。 

本年度は Society5.0 に向けたＩＴグリーンハウス事業を推進するために必要なジャパンプレミ

アム野菜・ブランド認証制度の構築、ＩＴグリーンハウス事業推進体制の確立、ＩＴグリーンハ

ウス事業創出のプロジェクト形成と推進について詳細な検討を行った。 

 

3. 産業競争力強化のための提言及び施策 

ＩＴグリーンハウス事業の確立のための提言と施策を以下に記す。 

【提言 1】ジャパンプレミアム野菜の定義とそのブランド認証制度の確立 

日本産と同等品質の野菜を全世界に広めるためには、その生産方法の確立と標準化が必要となる。

具体的には、ＩＴグリーンハウスの設備、資材や、種苗、栽培方法（レシピ）、データログ、プロ

セス管理を構成要素とするパッケージとして継続的な認証制度を設けるとともに、安全・安心で

高い品質の野菜を認証し、ジャパンプレミアム野菜としてのブランド価値を維持することが可能

となる。（図 1） 

(1)産業界が行うブランド構築に必要な環境整備とその推進項目 

①ブランド認証を行う機関等の体制構築 

②基盤技術の開発と知的財産の獲得 

③安全性、品質を評価する方法の具体化、実用化 

④現地での展開・普及促進活動 

(2) 政府の支援を必要とするジャパンプレミアム野菜認証制度の確立、普及・促進に向けた項目 

①ブランド認証体制構築に向けた体制整備の支援（農林水産省） 

・ＪＡＳ法が民間発意で活用できるよう、柔軟で迅速な法改正 

・生産プロセスでの認証方法が、国際的に認知・展開できる取り組み 

②国内農業振興策と連携した種苗開発や栽培技術開発等の支援（農林水産省） 

③国際的な知的財産の保護、及び模倣対策への取り組み（農林水産省、経済産業省） 

・日本として守るべき品種の把握や品種登録の促進 

・植物の新品種の保護に関する国際条約（以下ＵＰＯＶ条約）の批准国増加や、種苗の知

的財産の権利拡大と国際展開 

④既存の輸出促進策と連携したジャパンプレミアム野菜の普及・促進活動の実施（農林水産省） 

⑤農林水産物の輸出入の概念に留まらない全世界への食糧供給・流通において、日本の高い生

産関連技術の活用、貢献に関する府省横断による広い視点からの政策検討（各府省） 

【提言 2】ＩＴグリーンハウス事業推進体制の確立 

産業界は、ＩＴグリーンハウス事業を国家戦略に取り込み、その活動を加速するために、「ＩＴ

グリーンハウス事業推進協議会」（仮称）をビジネスの推進、ブランドの構築、技術開発の推進母
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体として設置しＩＴグリーンハウス事業の推進をおこなう（図 2）。 

(1)海外における事業展開の基盤確立と事業推進を目的とした協議会の機能を以下に示す。 

①情報収集、政策提言、プロジェクトの形成と案件の創出、及び推進 

②ＩＴグリーンハウスの認証部門設置、現地マーケットに拡げるための広報活動 

③技術組合等の設立による海外への技術支援体制の確立、多様性に対応するＩＴグリーンハウ

スとして基盤技術の開発や技術サポートをおこなう栽培技術支援センターの運営 

④現地人材育成（栽培技術・事業推進）のための組織提案と設立 

(2)国家戦略へのＩＴグリーンハウスと関連インフラの輸出戦略組み入れ、及び推進体制の構築 

①インフラシステム輸出戦略への組み入れ及び推進体制の構築（内閣官房） 

②科学技術イノベーション総合戦略へのＩＴグリーンハウスと関連インフラの技術開発組み

入れ、及び推進体制の構築（内閣府） 

(3)政府の支援を必要とするＩＴグリーンハウス事業推進の関連項目 

①協議会の設立、運営の支援（農林水産省、経済産業省） 

②ＩＴグリーンハウス認証部門設立と運営の支援、基盤技術開発費の支援（総務省、文部科学

省、農林水産省、経済産業省） 

③ＳＩＰ等、政府プログラムとの連携によるＩＴグリーンハウス技術の確立（内閣府、農林水

産省、経済産業省） 

④社会実装を加速するための実証設備（マザープラント）、栽培技術支援センターの建設、運

営の支援（農林水産省、経済産業省） 

⑤地球環境情報、気象データ、認証等のＩＣＴデーターベースの基盤整備と運用の支援（内閣

府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省） 

【提言 3】ＩＴグリーンハウス事業創出のプロジェクト形成と推進  

産業界は政府の支援のもと、ＩＴグリーンハウス事業のプロジェクト形成を推進する。 

(1) 協議会は政府や市場の情報を基にＩＴグリーンハウスと関連インフラ輸出、及びサービス提

供の具体的なスキームを形成し、現地ニーズに対応した以下プロジェクトの推進をおこなう。 

① プロジェクトタイプⅠ：ＩＣＴを活用したＩＴグリーンハウスの輸出と栽培支援サービス

を提供する事業 

② プロジェクトタイプⅡ：ＩＴグリーンハウスを起点とし、上流、下流のバリューチェーン

を連携した垂直統合型事業 

③ プロジェクトタイプⅢ：市場情報のビックデータを活用したニーズ対応型サービスによる

ソリューション型事業 

(2)政府の支援を必要とするプロジェクト推進の項目 

① 日本文化・日本食材の積極的なプロモーション（内閣府、農林水産省、外務省） 

② 海外のＩＣＴ農業振興策に向けた支援（外務省、農林水産省、経済産業省） 

 

4. 今後の課題と展開 

ＩＴグリーンハウス事業の産業促進は、2015年の第70回国連総会で採択された持続可能な開発目
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標（ＳＤＧｓ）の一つとして栄養改善、持続的な農業の推進にも繋がる。 

2017年度はＩＴグリーンハウス事業創生のため、協議会の形成とブランドの認証制度構築に向け

た社会実装を推進する。また、農林水産省、「知」の集積と活用の場 産学官連携協議会 研究

開発プラットフォーム「アジアモンスーンモデル植物工場システム研究開発プラットフォーム」

においてＩＴグリーンハウスの基盤技術開発を推進する。 

図 1 ブランド認証スキーム概要 

図2 「アグリ・イノベーション・コンプレックス」の全体像 
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【はじめに】 
 

本報告書は、2015 年度より活動を推進した「アグリ・イノベーション・コンプレックス

の構築」プロジェクトの 2016 年度最終報告書である。 

世界人口の増加による需要の増大や、新興国の所得増加などに伴い、世界の食料生産と消費

の動態は大きく変化することが予想されている。同時に、地球温暖化による気候変動など、

自然環境の悪化に起因する様々なリスクが顕在化し、世界の食料生産のサステナビリティに

深刻な危機が及んでいる。このような状況下、環境変化の影響を受けず安定的に食料生産が

できるＩＴグリーンハウスは、今後ますますその重要性を増していくものと思われる。さら

には、日本発のＩＴグリーンハウスを起点とした、安全・安心でおいしい農作物の海外バリ

ューチェーンを構築することにより、ユネスコ無形文化遺産にも登録された和食文化の拡大

が期待できる。世界的に加速する高齢化の中で、健康的な和食文化の広まりは、健康長寿社

会の構築にも貢献し得よう。 

本プロジェクトは、食市場の拡大が期待されるアジア地域への進出を狙ったＩＴグリーン

ハウスの基盤技術の構築と、海外事業立ち上げの方策を提言するものである。高温多湿のア

ジア地域に適した低コストの温度・湿度制御手段の開発に加え、光合成等の植物反応も含め

てＩＴグリーンハウス内の環境を統合制御するため、最新のＩｏＴ 技術や人工知能の活用を

図る。また、ジャパンブランドの魅力を武器として、ＩＴグリーンハウスを起点とした海外

バリューチェーンを構築する方策を提言する。 

安倍内閣は「日本再興戦略改訂 2015」において「未来投資による生産性革命」を掲げ、「第

4 次産業革命」とも呼ぶべき「ＩｏＴ、ビッグデータ、人工知能時代の到来」への挑戦を加

速している。農林水産業は「攻めの経営」、「更なる輸出促進」を狙うとともに、今般設置さ

れた TPP（環太平洋パートナーシップ）総合対策本部において、「守る農業から攻めの農業へ

の転換」の政策方針を打ち出した。 

日本ならではの高度なものづくり技術をベースとしたＩＴグリーンハウスに、最新の情報

通信技術（ＩＣＴ）をハイブリッド化し、積極的な海外事業展開を目指す「アグリ・イノベ

ーション・コンプレックス」は、食の現場における革新的なソリューションとして、日本農

業の競争力強化に大いに貢献しよう。さらには、本プロジェクトを業態の枠を超えた企業、

政府、アカデミアが連携し、オールジャパンの力を結集して推進していくことにより、広範

な産業競争力の強化に繋げたい。関係各位の絶大なご支援をお願い申し上げる。 

 

産業競争力懇談会 

理事長 

小林 喜光 
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【本 文】 

 
1．ＩＴグリーンハウス関連事業の市場形成 

2013 年にユネスコ無形文化遺産に登録された「和食」は、栄養バランスに優れた健康的な食生

活と言われており、日本人の長寿、肥満防止に役立っている。その食文化の中で育まれてきた日

本の野菜は安全・安心、健康、美味しさを兼ね備えている。ＩＴグリーンハウス（日本の強みと

する省エネルギー技術、素材技術、ＩＣＴ技術を融合した日本産と同等の安全性と高品質を担保

した野菜栽培システム）は、和食の文化を引き継ぎながら環境適応性と節水性・省肥料であるこ

とから今後顕在化する気候変動や都市化による水ストレスの高まりに対応できる新しい野菜生産

インフラである。持続可能性の高いＩＴグリーンハウス野菜を、ジャパンプレミアム野菜として

ブランド化し、海外のアグリビジネスを展開する有力企業にＩＴグリーンハウスと関連インフラ

を輸出し、農業担い手の栽培指導によるＩＣＴ栽培支援サービスの提供ができれば、現地で日本

流の安全で美味しい野菜が身近なものとなり、日本の食文化を世界に普及拡大することが可能で

ある。 

革新的なＩＴグリーンハウスの社会実装は世界の直面する諸課題の解決、すなわち、①健康の

増進、②エネルギー・水資源の効率的活用と環境の保全、③途上国地域の持続的発展、④高効率

化、省力化による農業生産性の向上に繋がる。特に健康に付いては食を通じたビタミンやミネラ

ルなどの微量栄養素の補給が課題となっており、2015 年の第 70 回国連総会で採択された持続可

能な開発目標（ＳＤＧｓ）のターゲットの一つにもなっている。 

さらに日本が将来直面するであろう農業従事者の大幅不足問題に対しては、ＩＴグリーンハウ

スの社会実装に向けて構築される高効率化、省力化の技術が有効な解決策に繋がると期待される。 

 

図 3 農業担い手の栽培指導によるＩＣＴ栽培支援サービス 
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1-1.アジア地域の市場規模 

国連によると 2050 年に世界人口は 90 億人に到達し新興国では都市化が急速に進み、都市人口

は全体の 67％に達すると言われている。特にアジア地域では急激な人口増と都市部への人口集中

が進み、富裕層の増加に伴って人々の食の関心は量的なものから、美味しさや、健康、安全・安

心へと移っており、今後更に中間層の大幅増加も見込まれるため日本の食文化や日本食を広める

大きな機会となることが期待される。 

 

図 4 世界の都市人口の予想 

 

（United Nations,  Department of Economic and Social AffＡＩrs, Population Division 

(2012). World Urbanization Prospects : The 2011 Revision を基に(株)地球快適化インス

ティテュート作成） 

 

アジア開発銀行は Asia 2050 – Realizing the Asian Century という報告書において楽観シナリ

オでは2011年にアジアが世界に占める割合が27%のＧＤＰが2050年には52%になると予想してい

る（悲観シナリオでは今後中国、インド等高成長を維持してきた国が中所得の罠に陥り 31％にと

どまるというもの）。楽観シナリオの場合には、アジアの一人当たりのＧＤＰは 4万米ドルに達し、

2050 年の世界平均（3.7 万米ドル）を上回ると予想している。また農林水産省が取り進めている

農林水産物・食品の輸出戦略では 2019 年に 1兆円の目標を掲げているが、その 7割はアジア地域

となっている。 
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図 5 アジア開発銀行の 2050 年「アジアの世紀」シナリオと「中進国の罠」シナリオ 

 

（http://www.unido.org/fileadmin/user_media/UNIDO_Worldwide/Asia_and_Pacific_Programm

e/Documents/AsianDevelopmentBankreport_asia-2050.pdf） 

 

現在アジアの国々は、国平均でみるとまだ一人当たりＧＤＰは 1万米ドルに満たない国も多いが、

既に多くのメガシティが存在しており、多くのアジア新興国大都市の一人当たりＧＤＰは国の一

人当たりＧＤＰの４倍から７倍で１万米ドルを超えている。都市のＧＤＰを見るとこれらの都市

では既に先進国並みになっていることがわかる。 

 

表 1 国家と都市の一人当たりＧＤＰの推移 

 

（UK Economic Outlook Full City ＧＤＰ ranking for 2008 and 2025, PwC 2009 を基に(株)

地球快適化インスティテュート作成） 

 

一般的に一人当たりＧＤＰが 3千米ドルを超えると家電製品、家具、自動車等の耐久消費財の普

及が加速することが知られているが、農産物でも韓国の事例から一人当たりＧＤＰが 1 万から 1

万 5 千米ドルを超えてくると生鮮野菜やいちご、牛乳といった欧米食文化、嗜好品の消費が活発

化する傾向にある（図 6）。アジア諸国の一人当たりＧＤＰ予想を図 7 に示すが、日本の 1980 年

の水準である 2 万米ドルを超える新興国はマレーシアと中国で次がタイと予想されている。さら

に 2050 年頃にはインド、インドネシア、フィリピン、ベトナムも 1万米ドルに達してくると予想

されている。 
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図 6 韓国における農産物の生産量と一人    図 7 アジア諸国の一人当たりＧＤＰ予想

 当たりＧＤＰとの相関（FAO,UN）    

      

（FAO、国連データを基に(株)地球快適化  （経団連グローバル JAPAN(2012)データを基に 

インスティテュート作成）        (株)地球快適化インスティテュート作成） 

 

1-2.東南アジア諸国の社会経済概況 

ＩＴグリーンハウス事業に焦点を当てる前に、まず東南アジア諸国の社会経済概況を概観する。

台湾、および東南アジア 10 カ国の経済規模、生産コスト、事業環境についての比較を表 2の通り

とりまとめる。所得区分は 2013 年の世界銀行所得区分を用いている。なお、各指標の上位 3カ国

のセルを色づけで表示している。 

 

表 2 東南アジア諸国の社会経済概況 

所得 

区分 
国名 

経済規模  生産コスト  事業環境 

人口 
人口増

加率 

ＧＤＰ

/人 
 

賃金：製造

業ワーカ

ー 

（一般工職）

労働 

生産性 
 

世界銀行: 

Ease of 

Doing 

Business 

TPI：腐敗

認識指数

(CPI) 

世界銀行: 

Logistics 

Performan

ce Index 

100 万人 % ﾄﾞﾙ/人  
月額（日本

を 100） 

ランキング

(n=192) 
 

ランキン

グ 

(n=189) 

ランキング

(n=168) 

ランキング 

(n=160) 

高所得

国 

シンガポー

ル 
5 2.5 

52,1

79 
 66 6  1 8 5 

ブルネイ 0.4 1.8 
41,64

7 
 - -  84 - - 

台湾 23 0.4 
21,89

4 
 45 46  11 30 25 

高位中

所得国 

マレーシア 29 1.8 
10,94

6 
 19 56  18 54 32 

タイ 67 0.5 6,572  15 104  49 76 45 

低位中

所得国 

インドネシ

ア 
247 1.4 3,817  11 109  109 88 63 

フィリピン 97 1.8 2,918  11 128  103 95 71 

ベトナム 91 1.0 1,705  8 149  90 112 64 

ラオス 7 1.8 1,587  5 143  134 139 152 

低所得

国 

ミャンマー 53 0.7 884*  5 166  167 147 113 

カンボジア 15 1.6 1,017  5 164  127 150 73 

（参

考） 
日本 127 0.1 

40,44

2 
 100 36  34 18 12 

（世銀、ＪＥＴＲＯ、ILO、Transparency International の各種資料を基に日本工営（株）作成） 
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人口、人口増加率、：http://www.nochuri.co.jp/report/pdf/n1412re2.pdf 

ＧＤＰ/人(2013) 

Forecast: ASEAN ＧＤＰ, Share in Global ＧＤＰ and ＧＤＰ/Capita (IMF’s World Economic Outlook DB 

April 2013) 

http://www.miti.gov.my/miti/resources/fileupload/ASEAN_ＧＤＰ%20Forecast.pd 

TＡＩwan - ＧＤＰ per capita (U.S. Dollars) 

https://www.focus-economics.com/country-indicator/tＡＩwan/ＧＤＰ-per-capita-USD 

賃金（2014 年）：第 25 回アジア・オセアニア主要都市・地域の投資関連コスト比較、ＪＥＴＲＯ 

労働生産性（2015 年）：Key Indicators of the Labour Market 2015 KILM, ILO 

Ease of Doing Business: http://www.doingbusiness.org/rankings 

腐敗認識指数：http://www.transparency.org/cpi2015#results-table 

Logistics Performance Index: http://lpi.worldbank.org/international/global） 

 

人口では、ラオスを除く低位中所得国の 3 カ国が多く、フィリピンやベトナムも間もなく 1 億

人を越えると予測されている。これら 3 カ国はそれより上位の所得国と比べ若年世代の人口の割

合が大きく、今後の経済成長に従って経済規模がさらに大きくなる可能性をもっている。一方で

シンガポールや台湾、マレーシアは 1 人当たりＧＤＰが高く購買力は非常に旺盛であるが、人口

規模は相対的に小さく経済規模の伸びしろは限られている。 

生産コストでは、製造業ワーカー（一般工職）の賃金ベースで比較すると、ミャンマーやカン

ボジアなど低所得国で日本のおよそ 5%、低位中所得国で 10%程度とされ、若年人口が多く豊富な

労働力を背景に、発展の機会に恵まれている。一方で、こうした国では教育現場と実際の労働現

場との関連性が低いと指摘されており1、労働者に対する十分な教育が必要となる。 

事業環境面では、概ね所得レベルに比例して事業環境は整備されていると言える。低位中所得

国への進出の際には、インフラ、行政、物流など事業上の課題と対策を検討するために、十分な

調査を行うことが求められる。また、インフラや法制度など個別の企業での対応が困難な課題に

対しては、政府間の協議やＯＤＡを活用し、官民一体での推進が有効と考えられる。 

 

1-3.野菜の生産方式と消費量の伸び 

最近日本で研究開発されてきた植物工場技術は、表 3 に示すように従来の露地主体の慣行栽培

や有機栽培に比べて環境制御と節水性・省肥料性から今後顕在化する気候変動や都市化による水

ストレスの高まりに対応できる次世代農業技術である。植物工場野菜は、土壌や水が汚染されて

農地が少ない海外の都市部でも自然から隔離して工場のように品質管理された環境下で減農薬～

無農薬栽培可能なため、今後新興国の都市近郊で安全安心な野菜を生産する数少ない有効な手段

と考えられる。植物工場野菜は野菜市場でプレミア性のある有機野菜と比較しても同等以上の安

全性とより高い持続可能性を有している。この特徴を活かして安全で高品質な日本の植物工場野

菜をＩＣＴの高度利用と安全安心を担保する認証制度を加えることにより、海外でジャパンプレ

ミアム野菜としてブランド化できれば、それを海外で安定生産することができる技術として、Ｉ

Ｔグリーンハウスの海外事業展開が加速されることが期待される。またＩＴグリーンハウスは、

従来の農業と異なり長い農業経験がない人々でも高品質の野菜が栽培できる唯一の方法として今

後日本からの輸出が期待されるインフラ技術である。また高温多湿な東南アジアにおいては、高
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緯度帯で開発されたオランダのＩＴグリーンハウス技術も対応が難しく、これまで中～高温・高

湿度の日本で開発されてきたＩＴグリーンハウスをベースに高温多湿地域向けのＩＴグリーンハ

ウスが開発されれば、デファクトスタンダードとなりえる。 

 

表 3 従来の栽培方法とＩＴグリーンハウスの比較 

 

（本プロジェクトで各種公開情報より取りまとめ） 

 

図 8 世界で生産が伸びている農作物 

 

慣行栽培 有機栽培 従来の植物工場 ITグリーンハウス

Ｘ（無し） ○（有り） Ｘ（無し） ○（有り）

Ｘ（無し） Ｘ（無し） ○（有り） ○（有り）

Ｘ（無し） Ｘ（無し） Ｘ（無し） ○（有り）

×（低い） △（中） △（中） ○（高い）

エネルギー Ｘ（無し） Ｘ（無し） Ｘ（無し） ○（有り、選択可）

水（ﾘｻｲｸﾙ含む） Ｘ（無し） Ｘ（無し） Ｘ（無し） ○（有り、選択可）

ＩＣＴ Ｘ（無し） Ｘ（無し） Ｘ（無し） ○（有り、選択可）

コールドチェーン Ｘ（無し） Ｘ（無し） Ｘ（無し） ○（有り、選択可）

設備認証 Ｘ（無し） ○（有り） Ｘ（無し） ○（有り）

農薬 使用 不使用又は限定使用 減量又は不使用 減量又は不使用

安全性 △（普通） ○（高い） ○（高い） ◎（非常に高い）

肥料 無機肥料中心 有機肥料・堆肥 無機肥料 無機肥料

土壌 使用 使用 不使用 不使用

負荷 ×（大：土壌汚染、流出） ○（小） ○（無：水耕栽培） ○（無：水耕栽培）

気候変動の影響 Ｘ（大） Ｘ（大） ○（小） ○（小）

水使用量 ×（多い） ×（多い） ○（少ない） ◎（非常に少ない）

窒素環境負荷 ×（高い） △（やや低い） ○（低い） ◎（非常に低い）

△（やや高い） ×（高い） ○（低い） ○（低い）

△（やや高い） ×（高い） ○（低い） ○（低い）

野菜のブランド化

栽培方法

土壌環境

対環境性

品質・コストバランス

インフラ整備

ＩＣＴの高度活用

品質の労働者依存性

農業経験の必要性

安全・安心

高度環境制御
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（FAO、国連データを基に(株)地球快適化インスティテュート作成） 

図 8 に世界で生産が伸びている農作物を示すが、1980 年を 100 としてみるとＩＴグリーンハウ

スでの生産に適した生鮮野菜，トマト，イチゴは人口増加率とＧＤＰ増加率より高い成長を示し

ており、今後のＩＴグリーンハウスでの生産がかなり期待できるものと考えられる。また、図 9

に米国と日本の野菜消費の推移を示したが、サラダ文化先進国である米国における野菜消費量は

80 年代から増加傾向で推移しており、90 年代中頃以降は、米国における野菜消費量が我が国の野

菜消費量を上回って推移している。1980 年～2000 年頃に野菜消費量が増加した要因として、農林

水産省は下記のように生産規模拡大や流通システムの改善による供給体制の整備に加え、ファイ

ブアデイ運動などの啓発活動の成果が考えられると分析している。 

● 所得向上による食料消費の増加 

●主産地であるカリフォルニア州の生産規模拡大による野菜生産量の増加 

●コールドチェーンの確立、カット野菜の鮮度保持技術の向上など流通システムの改善 

● カット野菜など便利な商品の普及 

● 青果物の消費拡大に向けた、官民連携による「ファイブアデイプログラム」の実施 

また 2000 年以降も、① 米国食生活指針の見直し、② 健康的な食生活推進のための食事ガイド

ラインとしての「マイピラミッド」（2005 年）、「マイプレート」（2011 年）の開発を行っており、

更なる野菜消費促進を図っている。 

 こういったことも踏まえて、東南アジアの新興国のＧＤＰが成長してくるまでは野菜消費促進

で先進的な取り組みを行っている米国でまずジャパンプレミアム野菜のブランドを確立し、それ

からアジアへ展開することも考えられる。 

 

図 9 日米における 1人 1年当たりの野菜消費量の推移 

 

（ 農 林 水 産 省  H25 年 1 月  野 菜 を め ぐ る 状 況 に つ い て 、

http://www.maff.go.jp/j/seisan/ryutu/yas Ａ Ｉ _zyukyu/y_h29_mitosi/pdf/yas Ａ Ｉ

_shohi_jyokyo.pdf） 

 

通商白書 2015 によると 2025 年の中国、ＡＳＥＡＮ、南アジアの富裕層（世帯年間可処分所得が
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35,000US ドル以上）を 6.3 億人になると予想している。これらの層がサラダやジュース等、生食

可能な生鮮野菜市場形成黎明期での主な消費者となる。日本人一人当たりの消費量と同じ量を消

費したと仮定し、算出したＩＴグリーンハウス生産野菜の市場は 4～6兆円規模と推定する。また、

ＩＴグリーンハウスの建設費用を 2 億円/ha とした場合には 3～6 万 ha で 6～10 兆円となるが、

10 年間で建設をおこなうと仮定し、ＩＴグリーンハウス設備の市場を 6,000 億円～1 兆円規模と

推定した。また、生鮮品に加え加工食品、外食を含む食関連産業全体の市場規模は日本国内比率

と同等であると仮定し 36～54 兆円規模になるものと推定した。 

 

図 10 2020 年と 2025 年のアジアの富裕層の予想 

 

（通商白書 2015） 

 

2．ＩＴグリーンハウス事業の現状・課題と対応策 

2-1.ＩＴグリーンハウス事業の現状・課題 

本プロジェクトのＩＴグリーンハウスのコンセプトは「従来の植物工場に日本の強みとする省エ

ネルギー技術、素材技術、ＩＣＴ技術を融合した、高い安全性と品質を担保する野菜栽培システ

ム」である。ＩＴグリーンハウス及び関連インフラを輸出し、農業担い手の栽培指導により、日

本からＩＣＴを用いた栽培支援サービスを提供する上で富裕層の増加が著しいアジアを中心にＩ

Ｔグリーンハウス事業の現状と課題を検討した。 

 

2-1-1.海外における従来の植物工場事業の現状・課題 

一般社団法人イノプレックスが提供する「植物工場・農業ビジネスオンライン」によると、過

去 3 年（2014-2016 年）に発表された日本企業が関わる海外植物工場事業の事例として以下が報

告されている（表 4）。 
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表 4 日本企業が関わる海外植物工場の事例 

SN 企業名 進出先 技術 

1 丸紅、昭和電工、千代田化工 UAE 完全人工光型植物工場 

2 昭和電工 マレーシア 高速栽培技術 S法（SHIGYO®法）など 

3 富士通、FPT ベトナムハノイ 太陽光利用型植物工場（ＪＩＣＡ支援） 

4 ルートレック・ネットワーク

ス 
ベトナムダラット 

次世代養液土耕システム「ゼロアグリ」（ＪＩ

ＣＡ支援） 

5 富士通、イオンアグリ創造 ベトナムハノイ ＩＣＴを利用したハイテク農業（ＪＩＣＡ支援） 

6 パナソニック シンガポール 人工光型植物工場 

7 住友化学 シンガポール 太陽光利用型の養液栽培プラント 

8 ビン・グループ ベトナム 太陽光利用型植物工場 

9 La Ditta、木田屋商店 シンガポール 植物工場（人工光型を想定） 

10 三菱樹脂 オーストラリア 太陽光利用型植物工場 

11 大気社、タナベ ベトナムホーチミン 完全人工光型植物工場 

12 恵和きのこ産業園 中国山東省 キノコ植物工場 

13 四位農園 ベトナムハノイ 植物工場 

14 日東電工 中国青島市 光の波長変換材料や光触媒 

15 パナソニック シンガポール 完全人工光型植物工場 

16 三菱樹脂 中国無錫市 太陽光利用型植物工場 

  ベトナム 8件、シンガ

ポール 4件、マレーシ

ア 1件、その他 5件 

太陽光利用型 6件、人工光型 5件 

ＪＩＣＡ支援 3件 

（（一社）イノプレックスの植物工場・農業ビジネスオンライン （http://innoplex.org/）を基

に日本工営（株）作成） 
 

実証用や展示用のプラントも含んでおり、本格的な植物工場事業の実数ではない。進出先別で

はベトナムが 7 件で最も多く、次いでシンガポールが 4 件となっている。シンガポールは狭い国

土で効率的な生産を行うため人工光型植物工場に注目が集まっている半面、ベトナムでは太陽光

利用型が多くなっている。また、ベトナムでは富士通とルートレック・ネットワークスはＪＩＣ

Ａの支援を受けて調査を行っており、進出先を検討する上でＯＤＡなど日本政府の支援を受けら

れるかどうかも判断材料になると見られる。 

以上のとおり、地理的、文化的に近いアジアへの進出を狙う日本企業は多いものの、多くは実

証や展示レベルに留まっており、特に単独で進出する場合、自社製品だけでは現地のニーズに十

分応えられないことから、継続的な植物工場事業には至っていない。こうしたことから、オール

ジャパンでＩＴグリーンハウス事業を進める意義は大きい。 

 

2-1-2.ＩＴグリーンハウス事業推進のための対応策 

ＩＴグリーンハウス事業推進にあたっては、自然環境（気象・気候）に加え、人材・資機材・

資金の調達、水道・電気・道路など基礎インフラ、マーケットニーズ、流通制度や商習慣、宗教、

法令、ビジネスパートナーの有無など、多様な条件を勘案した上で事業計画を立てる必要がある。

ただし調査項目は多岐に渡りすべての国で同様の調査を行うのは現実的ではないため、1 次調査

で数カ国を選定し、収集した基礎情報に基づき進出国を決定し、2 次調査で当該国の深堀り調査

を行い事業計画を立案するなど、効率的に調査することが望ましいと考えられる。以下、表 5 と

表 6 に 1 次調査および 2 次調査の調査項目案を掲載する。実際の調査実施までに調査対象国と調

査項目の検討を行う。 



 

   17 
 

 

表 5 1 次調査項目（案） 

 分類 調査項目 

人材確保 現地の栽培技術レベル、人件費 

資機材確保 種苗の輸出入、プラント機材の輸入規制 

資金調達 融資、金利、貿易保険 

環境情報 気象観測データ、栽培データ、土壌・水質 

インフラ 水道、電気、道路、コールドチェーン 

マーケットニーズ スーパーなど近代市場のニーズ、価格 

流通制度・商習慣 流通ルート、主な流通業者、輸送コスト 

法制度 外国投資法、雇用規制、輸出入規制、食品安全制度 

（http://www.nna.jp/articles/show/20150609icn017A） 

 

表 6 2 次調査項目（案） 

 
（2015 年度 COCN 推進テーマ「アグリ・イノベーション・コンプレックスの構築」報告

書） 
 

 

2-2. ターゲットとすべき海外市場セグメント 

 本プロジェクトでは、ターゲット市場国の有力企業にＩＴグリーンハウス及び関連インフラを

販売・輸出し日本から栽培支援サービスを提供する事業（ＩＴグリーンハウス事業）の展開を目

指している。本事業を展開する為には、ターゲットとすべき海外市場において高付加価値のＩＴ

グリーンハウス野菜を需要する市場が形成されていること、もしくは市場創出が可能なことが条

件となる。本事業がターゲットとすべき市場セグメントの主な要件を下記する。 
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●日本のＩＴグリーンハウスの強みを活かせる高温多湿地域であること 

●多くの富裕層（年間の世帯可処分所得 35 千ドル超）が居住していること 

●高付加価値野菜（ジャパンプレミアム野菜）に対する顕在ニーズもしくは潜在ニーズがあ

ること 

●日本文化や日本食材に対して好意的な地域であること 

●現地国の農業振興支援が整備・活発化していること 

●法規制や税制などにおいて事業展開に対し大きな支障がないこと 

●ＩＴグリーンハウスの運営に必要な人材が確保できること 

●ＩＴグリーンハウスの建設・資材調達・運営に必要な事業インフラが整備できること 

●電力や給排水などの用役インフラが整備できること 

●製品流通の為のコールドチェーンが構築できること  

●主製品（生鮮野菜）の流通面からも市場面積は中規模のサイズであること 

●事業性のあるＩＴグリーンハウスの栽培面積に見合う市場規模があること 

●これら市場が形成されているか市場創出が可能であり将来的に市場が拡大すること 

 

3．ブランド認証 

3-1. ブランドの必要性と目的 

日本で生産した農産物を海外に輸出する場合、高い品質や安全性を示す手段として、「日本産」

を表示することで、それを伝えることができた。しかしＩＴグリーンハウス及び関連インフラを

輸出し、現地で農産物を生産する場合は、産地表示では違いを示すことができない。 

日本がもつ高い技術力やノウハウを活用した農産物を、他の現地野菜とは差異化して新たな価

値を示すためには、その生産プロセスを規定し、遵守して作られたことを示す必要がある。また、

その生産が可能となる生産設備やプロセスを含めたＩＴグリーンハウス全体の認証も必要である。

これらを実現したものを、ジャパンプレミアム野菜としてブランド化して展開する。このブラン

ドを通じて、消費者やＩＴグリーンハウスを購入する生産者等に、日本の種苗・栽培方法で作っ

た野菜の良さや日本の食文化を伝え、現地の露地野菜や他国の植物工場との違いを認知拡大する

ことで、普及・促進を図る。 

ＩＴグリーンハウスの設備だけを揃えても、種苗や農薬の使用方法等の生産プロセスが不適切

であれば、安全性や高い品質を担保することはできない。生産する農産物は、どの種苗がどのよ

うに育成されたものであるかを、ＩＣＴ技術を活用して管理し、良好な状態であるものだけを出

荷することで、安全性や高い品質を担保することができる。 

具体的には、生産する野菜に加えて、ＩＴグリーンハウスの設備/資材や、種苗、栽培レシピ、

データログ、生産プロセスの管理も含めて、システムとして認証し、適切に運用されている場合

のみに、ブランドを付けて販売する。 

新たなブランドによるＩＴグリーンハウス産生鮮野菜の展開により、現地で新たな食文化を普

及し、新産業として経済効果の向上を図る。また二次的な側面としては、電気や水、通信等の現

地インフラの整備にもつなげることができる可能性がある。また日本の農家の方も、遠隔で指導

等に携わることで、二次的収入を得ることができ、日本の農業振興にもつなげる取り組みにでき
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る可能性がある。 

 

3-2. ブランドの定義 

これまで日本国内における農産物のブランドは、特定の品種や生産地域に限ったもので、かつ

国内の消費者を対象としているものが多い。今回構築するブランドは、ＩＴグリーンハウスで作

ることができる複数品種に渡るものであり、海外の複数の国や地域を対象として、広い概念で構

築する。一言にブランドと言っても、展開する国や地域、相手や状況により、活用形態が異なる

ことが予想される。それらを包含した形で、本ブランドを定義した。 

 

表 7 ブランドの定義概要 

構成要素 内 容 

種苗 
• 基本的に、日本の種苗法関連法令にて規定される各種基準を満たしているもの。 

• 遺伝子組み換えでないもの。 

Ｉ
Ｔ
グ
リ
ー
ン
ハ
ウ
ス
 

計画 • 衛生環境を実現し、省エネルギー化も兼ね備えて、区域や動線の設計がされたもの。 

資材 

• 軽量・高強度で、耐震性・耐腐食性・耐久性・防汚性に優れたもの。 

• 断熱・遮熱・熱線対策の優れたもの。 

• 環境負荷の小さい材質であるもの。 

設備 

• 温度・湿度、光、空気、根の周りの培地（根圏）の環境制御ができるもの。 

• 肥料(養液)・農薬・菌・病害虫の制御ができ、センサネットワークによる栽培ログ等、遠

隔監視できるもの。 

• 廃液処理、水処理(循環利用)を備え、肥料・水効率など、サステナビリティに貢献する機

能を有するもの。 

栽培レシピ/ 

栽培技術 

• 種苗や食べ方(生食/加工)に合い、安定生産ができる栽培レシピ。 

• 栽培シミュレーションとして、数式モデルやビッグデータ、人工知能を活用し、変化に応

じた植物応答を考慮して、収穫時期や量を予測できるもの。 

• 必要に応じて制御パラメータを変更できること。 

プロセス管理 

• 決められた各種センサを活用し、決められた管理方法で、生産プロセスの履歴をデータ記

録すること。 

• 出荷時の形状や品質情報を各種センサで計測し、データとして記録すること。 

• 変化する事態への対応策が用意されていること。 

• 土地利用の効率化や、連作障害対策ができること。 

人材育成 • 定められた機関で、オペレーション人材と栽培指導員とを育成できること。 

トレーサビリ

ティ 

• 品種情報（品種名）と、蓄積した栽培ログから、育苗から出荷までの栽培・品質情報が、

全数/ロット毎で、消費者や流通・加工業者、飲食店に提供できること。 

 

3-2-1. 種苗 

基本的に、日本の種苗法関連法令にて規定される各種基準を満たしているものとする。日本で

品種登録されていることが望ましいが、様々な理由から未登録となっている品種も多く、それに

準じたものを対象とする。また、遺伝子組み換えのものは含まない。 
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3-2-2. ＩＴグリーンハウス（計画/資材/設備） 

●計画 

個々の設備のみならず、ＩＴグリーンハウス全体で性能を発揮する必要があることから、

基本計画や設計は重要となる。衛生環境を実現し、省エネルギー化も兼ね備えて、区域や動

線を設計することが必要である。 

●資材 

ＩＴグリーンハウスに使用する資材は、軽量・高強度で、耐震性・耐腐食性・耐久性・防

汚性に優れたものとする。耐震性については、地域性も考慮する。また熱帯地域への展開を

想定していることから、断熱・遮熱・熱線対策の優れたものとし、環境負荷の小さい材質で

あるものとする。 

●設備 

ＩＴグリーンハウスに必要な最適環境制御として、ＩＴグリーンハウス内の温度・湿度の

制御、日射・補光等の光の制御、ＣＯ2 等の空気環境の制御、根の周りの培地（根圏）の制

御等が行うことができるものとする。また、肥料（養液）・農薬・菌・病害虫の管理・制御も

必要となる。また、センサネットワークによる栽培ログ等の育成状態の記録や遠隔監視がで

きることも必要である。更に、廃液処理や水処理設備（循環利用）も有し、肥料や水効率な

ど、サステナビリティに貢献する機能を有することも重要である。 

 

3-2-3. 栽培レシピ/栽培技術 

種苗や食べ方(生食/加工)に合い、安定生産ができる栽培レシピを、種苗とセットで提供し、様々

な栽培方法に対応できることも必要である。また、栽培シミュレーションとして、数式モデルや

ビッグデータ、人工知能を活用し、変化に応じた植物応答を考慮して、収穫時期や収量の予測が

できるものとする。更に、必要に応じて制御パラメータを変更できることも必要である。 

 

3-2-4. プロセス管理 

適切な制御を行うために必要な、植物生体計測、機能性・栄養分計測が非破壊で行える等、決

められた各種センサを有する。それらのセンサデータを活用し、決められた方法で生産プロセス

の履歴をデータ記録できることが必要である。更に、栽培環境、養液、エネルギー量、生産量等

のデータや、品質管理として画像診断技術や、衛生面のデータ、収穫時の品質や残留農薬の測定

データ等の記録も行う。これらの計測データは育成データログとして決められたサーバーに、秘

匿化・暗号化して蓄積し、自動的に、もしくは人がデータを確認して、様々な制御に反映できる

状態が必要である。 

データ記録に加えて、想定外の事態が発生した際に、対応策が用意されていることも重要であ

る。また、土地利用の効率化や連作障害対策も備えておく。 

 

3-2-5. 人材育成 

現地でＩＴグリーンハウスのオペレーションをする人材と、現地または日本から栽培指導を行

う人材とを、育成する必要がある。その人材育成システムは体系化し、資格制度等を作成する。
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その際、オープン＆クローズ戦略、特に現地の方に何を教育するかを検討し、日本の農業振興に

つながる形で構築することが必要である。 

 

3-2-6. トレーサビリティの活用 

品種情報（品種名）と、蓄積した育成データログから、育苗から出荷までの栽培・品質情報が、

全数/ロット単位で、分かり易い情報に加工して、消費者や流通・加工業者、飲食店へ提供するこ

とで、安全性や品質を担保する。また、トレーサビリティの情報が存在しない、収穫時期が異常

等の場合は、偽物であると判断できることから、ブランドの真贋判定の機能を提供する。 

 

図 11 ブランド認証スキーム概要 

 

 

3-3. 実現に向けた課題・阻害要因 

現地のＩＴグリーンハウスで生産した野菜のブランド化を実現するためには、様々な課題が存

在する。その阻害する要因を抽出し、解決策を検討することが重要となる。具体的には、食文化

の違い、コールドチェーンの未整備、他規格との整理、模倣・技術流出対策、を挙げ、検討した。 

 

3-3-1. 食文化の違い 

ジャパンプレミアム野菜を普及・促進させるには、同時に日本食文化、生食文化を浸透させる

必要がある。しかし、「おいしい」との感じ方は国や地域、個々の人、食生活等で変わるため、こ

れまでの習慣を変えることは容易ではない。また、アジアの各国では、家庭で調理するのではな

く、外食や屋台で食事する習慣の地域もあり、野菜を小売店に並べただけでは売れない恐れもあ

る。 

 

3-3-2. コールドチェーンの未整備 

新鮮な状態で野菜を提供するには、コールドチェーンの整備が必須である。しかし、国や地域
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によっては充分に普及していない場合があり、特に気温が高い地域では、保管・輸送状態に課題

がある。 

 

3-3-3. 既存規格との関係整理 

ＧＡＰ(Good Agricultural Practice)やＦＳＳＣ２２０００(Foundation for Food Safety 

Certification)等、農産品や食品に関する各種規格もあり、一部内容が重複する可能性もある。

現場での対応が煩雑にならないよう、位置づけを整理して、必要な部分のみに整備する必要があ

る。 

 

3-3-4. 模倣・技術流出対策 

① 種苗 

Ｆ1 種（一代交配種）であれば、基本的に一代限りであるため模倣は困難だが、固定種の

場合は、その種で広がってしまう為、海外展開する際の種苗管理は注意が必要である。特に

日本のイチゴは世界一美味しいと考えられるが、日本の甘いイチゴはこれまで栄養繁殖型の

ため苗作りにも手がかかる上、海外での品種の権利確保が難しかった。最近三重県、香川県、

千葉県と農業・食品産業技術総合研究機構九州沖縄農業研究センターが育種素材を持ち寄り

共同開発した,我が国 2 番目のイチゴ種子繁殖性品種「よつぼし」（種子繁殖型イチゴ研究会

ホームページ http://seedstrawberry.com/）は、従来の栄養繁殖性品種に比べ増殖効率は抜

群に高く、しかも、種子を経由して伝染する病害虫やウィルスはほとんどないため、優良種

苗を効率よく得ることができる。また F1 種のため、種子繁殖性品種では海外でも権利確保が

栄養繁殖性品種より容易と考えられ、海外展開ではこういった新しい種苗技術も積極的に取

り入れる必要がある。 

② ＩＴグリーンハウス（資材/設備） 

ＩＴグリーンハウスの資材や設備は、分解して模倣される可能性がある。限られた組合せ

や、専用の制御プログラムでしか動作しないような工夫が必要となる。 

③ 栽培レシピ/栽培技術 

栽培レシピ/栽培技術は非常に重要であり、解析されないよう最新の技術で暗号化が必要と

なる。 

④ プロセス管理（育成データログ） 

育成データも非常に重要な情報であり、暗号化・秘匿化・アクセス制限等が必要となる。 

⑤ 人材育成 

現地のＩＴグリーンハウスでの作業者に、どこまでの内容を伝えるのかを検討することは

非常に重要である。ＩＴグリーンハウスのオペレーション方法に限定して伝達することが必

要となる。 

 

3-4. 必要となる施策と産学官の役割分担 

日本産と同程度またはそれ以上の品質の野菜を全世界に広めるためには、その生産方法を確

立・標準化して展開することが必要となる。その際、国家規格を活用することで、高い信頼性を
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得られる。 

一方、その生産が可能なＩＴグリーンハウスの資材、設備や、種苗、栽培方法（レシピ）、デー

タログ、プロセス管理については、民間で認証制度を設けることで、技術開発のスピードに対応

した対応が可能となる。 

高い品質の野菜とそれを生産するシステムとを認証することで、ジャパンプレミアム野菜とし

てブランド化することが可能となるが。その実現に向け産学官が連携し、関係府省の取り組みと

も合わせることで、実行・展開が可能となる。 

 

3-4-1. 産業界によるブランド構築に必要な環境整備とその推進 

① ブランド認証を行う機関等の体制構築 

野菜はＪＡＳ法のような国家規格で認証し、生産設備は民間で認証を行うことで、高い信頼

性と技術革新のスピードへの対応とを両立した認証制度を構築することができる。 

ＪＡＳ法が改正され、民間発意で活用することが可能となり、生産プロセスで規定できるよ

うになることを前提に、安全・安心で高品質な野菜を生産するためのプロセスの規定案につい

て、検討を行う。 

その生産が可能となるＩＴグリーンハウスの計画/資材/設備については、ＪＡＳ法とは別に、

民間で規定・認証が行えるよう、体制構築を行う。その際、技術開発のスピードに対応できる

よう、規定の迅速なブラッシュアップができるような仕組みを取り入れる。 

今後、展開を行うロードマップ案を提示し、認証スキームを構築してトライアルを行い、政

府と連携できるよう推進する。 

② 基盤技術の開発と知的財産の獲得 

日本の優位性を長期的に継続させるためには、基盤技術開発が必要となる。この技術開発に

は産学連携で取り組み、そこで発生した知的財産は、海外に先駆けて権利取得を行っていく。 

③ 安全性、品質を評価する技術の具体化、実用化 

安全性や品質を評価するための計測方法や評価技術についても、個々の企業が中心となり、

大学や研究機関とも連携して検討を行う。特にＩＴグリーンハウスで使用するためには、簡易

な方法で連続計測できることが望ましい。 

④ 現地での展開・普及促進活動 

現地でのＩＴグリーンハウスの建設や実際の普及活動は、民間企業が中心となって実行する。 

 

3-4-2. 産学官連携での取り組み 

① 体制構築に関する産学官連携への支援（農林水産省） 

ＪＡＳ法が民間発意で活用できるよう、柔軟で迅速な法改正を望む。また、ＩＴグリーン

ハウスのような生産プロセスで規定ができるよう検討いただきたい。また生産プロセスで

の認証方法が、新たにＪＡＳ制度に組み込まれ、国際的にも認知・展開できる取り組みを

期待する。 

② 基盤技術の開発加速に必要となる支援（文部科学省、農林水産省） 

基盤技術の開発は、補助金により加速することが可能となる。またＩＴグリーンハウスの



 

   24 
 

実験農場として試験場や特区の活用なども有効である。 

③ 安全・安心、品質の評価方法の国際標準化（農林水産省） 

高い品質の野菜には、強みを有した種苗を用いて、特徴が発揮できる栽培レシピで生産する

ことが重要となる。一方で、強みを有し活用すべき種苗はどのようなものがあるか、把握でき

ていない。品種登録されていないものも含めて把握した上で、日本の国として戦略的に取り組

むことが必要である。その把握のために、従来の品種登録とは別に、登録する仕組みや、必要

な費用の削減などが必要である。 

また、ＩＴグリーンハウス野菜に対する「安全性」や「品質(高付加価値、高収量)」につい

て、産学が連携して評価方法を標準化することで、ジャパンイニシアチブとしてグローバル展

開がし易くなる。その際、ＧＡＰや FSSC22000 との関係についても整理し、国際化へ取り組む

ことが必要となる。更に、味に関する定量的評価や、低細菌・低農薬野菜の規格化についても、

産学官で検討することが必要である。デリカフーズが実施している野菜品質評価基準（デリカ

スコア、図 12）は、野菜の安全、栽培、中身成分、流通までをスコア化して管理する。鮮度や

野菜の分析により得られた糖度（美味しさ）、栄養（ビタミン C）や機能性（抗酸化力）、硝酸

イオン、有害微生物、有害重金属や残留農薬など様々なデータを 10 年以上にわたって調査分

析してスコア化することを商業的に実践してきている。このような優れた民間の規格をベース

に日本規格を検討し、国際標準規格とすることも必要と考える。 

 

図 12 デリカスコア 

 

（農林水産省 加工・業務用野菜流通セミナー（平成 26 年 6 月 20 日） 

講演 4：加工・業務用野菜の取組について、 

http://www.maff.go.jp/j/seisan/engei/ryutu_kako/semina.html）より） 

 

④ 国際的な知的財産の保護に向けた支援（農林水産省、経済産業省） 

ブランド化に関しては、特許・商標・種苗法などが複雑に絡んでくることになるが、模倣対

策も考慮し、何をどう守るべきかを再検討した上で、国際ルールとして不足している面につい
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て、日本がイニシアチブを取って提案・展開していくことが必要である。また現行のＵＰＯＶ

条約が有効であるならば、批准国の増加についても取り組むことが重要である。 

⑤ 既存の輸出促進策と連携した展開支援（内閣府、農林水産省） 

具体的な現地での展開は、民間中心で行うことになるが、国・地域別/品目別の戦略検討に

必要な情報について、産学官連携で継続した調査が重要となる。 

●商標、認証マーク、デザイン戦略 

ジャパンプレミアム野菜の商標や認証マーク、機器や素材、包装のデザイン戦略につい

て、「農林水産物等輸出促進全国協議会」等とも連携した取り組みが必要である。 

●イベント・展示会・デモンストレーション 

普及・促進のためには、実際に食べてもらうこと、具体的には飲食店や流通の最前線で

の試食イベントや展示会での試食などが有効である。他の青果物や日本食の普及促進活動

と連携することで、それらの効果を向上させることも一案である。 

野菜をサラダとして生食する米国において、新鮮さをアピールした旗艦店を展開しブー

ムを作り上げることで、ブランド価値が向上し、他国への浸透を加速させることも一案で

ある。 

●マスメディア 

短期間に普及させるには、マスメディアの活用が効果的である。ＣＭはもちろんのこと、

ＴＶ番組に取材してもらうことも必要である。但し、費用が必要となるため、農林水産省

との連携や、地域や時期など戦略的に取り組むことが必要となる。 

●ソーシャルメディア・クチコミ 

実際に食べた人の感想を発信してもらうのには、ＳＮＳなどの活用も効果的である。「日

本食普及の親善大使」や「海外における日本産食座サポーター店認定」、現地の有名シェ

フなどと連携して広めることも一案である。 

●クールジャパン等との連携 

日本の食文化の普及には、例えば漫画による普及促進等、クールジャパンとの連携し、

食以外の文化も含めて展開することで、相乗効果を発揮できると考えられる。 

⑥ その他 

現状では、安全・安心で高品質な野菜が、日本国内に留まり、ガラパゴス化してしまってい

る状態である。輸出入やブーメランなど、これまでの既存の概念に留まらず、全世界への食料

供給やその流通において、中長期的に高い日本の技術をどう活用して貢献していくのか、関連

省庁が連携して広い視野で検討いただきたい。 
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表 9 現状の政策・法整備と提言概要 

項目 現状・課題 要望 

野菜認証 

• ＪＡＳ法等、現行の認証体系では、野菜

の品質を生産プロセスで規定すること

ができない。 

• 民間から認証方法提案することに高い

ハードル。 

• 改正ＪＡＳ法により、民間発意で活用で

き、植物工場産野菜に対し、生産プロセ

スで認証できるように検討いただきた

い。 

• 上記法改正に迅速に取り組んでいただき

たい。 

マークの活用 

• 農林水産物の日本からの輸出に関して

は統一マークがあるが、海外の設備で生

産された野菜は対象外（想定されていな

い）。 

• 一定の基準以上のプロセスで生産された

野菜は、他の日本産の農林水産物と連携

して、食文化の普及に取り組みたい。 

• 農水省の統一マークと連携して展開した

い。 

• Cool Japan マークの使用許諾をお願い

したい。 

農林水産物の

輸出促進策 

• 日本からの輸出は、様々な促進策が行わ

れているが、海外で生産された野菜は対

象外（想定されていない）。 

• 日本の食文化を広める観点では、輸出促

進の取り組みに近い。 

• 連携して取り組み、相乗効果を発揮した

い。 

種苗等の 

知財保護 

• 海外での、日本品種保護策が十分でな

い。 

• ＵＰＯＶ条約はあるが、批准国が少な

く、国際的なルール整備が不十分。 

• 日本国内でも、品種登録がされていない

ものが多く、守るべき種苗を把握できて

いない。 

• 海外での品種登録促進 

• ＵＰＯＶ条約を初めとする、国際間のル

ール整備。 

• 国内での未登録種苗の把握や、品種登録

促進。（費用負担の見直しや、過去の種

苗の掘り起しなど） 

基盤技術開発 

• 栽培方法や栽培ノウハウは日本の強み

であるが、個々の生産者が保有している

ことが多く、広く展開することができな

い。 

• 各種センサやＩｏＴ、ＡＩを活用して、

ノウハウを電子化する等、暗黙知を顕在

化させて展開することで、日本の強みを

活かす。 

• 関連する基盤技術開発を加速し、実用化

を図る。 

国際標準化 

• 今後拡大が見込まれている海外市場を

見据え、国外にも高い品質や技術を示す

必要がある。 

• 安全・安心や品質の評価方法を確立し、

国際標準化を行うことで、他国との差異

を明確にし、良さを示すことが可能とな

る。 

その他 

• 輸出入やブーメランなど、これまでの既

存の概念では、安全・安心で高品質な野

菜が、日本国内でガラパゴス化してい

る。 

• 輸出入の概念に留まらず、全世界への食

料供給・流通において、高い日本の技術

でどう貢献するのか、関連省庁が連携し、

広い視野で検討いただきたい。 

 

4.ＩＴグリーンハウスインフラ輸出を支える技術開発、連携 

ＩＴグリーンハウスを世界展開するためには栽培システムを稼働する電気の供給、栽培におけ

る良質な水の供給が必要である。さらに、生産した野菜を洗わずにそのまま食べる事を可能とす
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るサラダ加工工場や、鮮度を保持して消費者に提供する手段としたコールドチェーンが必要とな

る。ＩＴグリーンハウスのインフラ輸出を支える技術開発や事業推進者の連携を密にし、海外の

各都市に対応したＩＴグリーンハウスと関連インフラシステムをパッケージ化し提案する。 

ＩＴグリーンハウスの技術開発は素材、構造設計、栽培システム、環境制御システム、ＩＣＴ

システム等の各種技術を組み合わせるため、複数の企業が連携して基盤技術の開発を進める必要

がある。また、海外の様々な地域展開に向けた基盤技術開発では、産学官が一体となりオープン

イノベーションを推進した研究開発が不可欠である。特に、わが国が世界に先駆けて有する貴重

な資産であるＤＩＡＳ（Data Integration and Analysis System）を初めとする地球環境情報や

気象データを活用するサイバーフィジカルシステムを農業分野に関しても構築すべきである。 

ＩＴグリーンハウスのインフラ輸出を支えるためには、工業製品におけるジャパンブランドと

して製品の信頼性を担保すると共に、多様なニーズに対応する技術力や保守サービスへの期待も

ある。日本のＩＴグリーンハウスをジャパンブランドとして価値を高めるためには、マザープラ

ントとなる実証設備を建設すると共に、技術開発の進化や信頼性を担保する栽培技術支援センタ

ーの組織化を提案したい。栽培技術支援センターで海外のＩＴグリーンハウスワーカーや経営者

の教育をおこなう事で、ＩＴグリーンハウスの購入者も安心して事業に参画することが可能とな

る。 

さらに、各国の食文化の違いにより嗜好は異なる。同じ野菜においても求められる味が異なる

ため、品種のバリエーションを準備すると共に、各国の嗜好に合わせた品種の選定、品種改良が

必要となる。国内の農業担い手が世界に先駆け栽培方法のレシピを開発することにより、ＩＣＴ

による栽培支援サービスの提供でキャッシュ化をおこなうことが可能となる。               

上記のＩＴグリーンハウスインフラ輸出を支える技術開発として技術研究組合の設立を民間企業

が主体となり取り進め、大学、研究機関との連携をおこない世界に向けたＩＴグリーンハウスの

インフラ輸出を推進する。具体的な連携取り進めに付いて以下の施策をおこなう。 

 

4-1. ＩＴグリーンハウスを支えるインフラ 

4-1-1 エネルギーインフラの整備 

海外での電気供給はインフラ整備の遅れから不安定な地域は多い。停電になった場合に植物の生

産は致命的なダメージを受ける可能性がある。このため、ＩＴグリーンハウスの電気供給は自家

発電を併設する。東南アジアではＬＮＧの需要が今後 2 倍となることが予想されており、ＬＮＧ

を使用したトリジェネを活用することで冷却水やＣＯ2の供給と温水の提供が可能となる。 

現地で使用するエネルギーコストの削減として太陽光発電、バイオマス発電、風力発電等の電気

エネルギーを使用する事や、未利用熱の活用として海洋深層水等の冷熱を活用すること、及び蓄

電、蓄熱技術の活用の検討をおこなう。ＬＮＧ発電所の近傍にＩＴグリーンハウスを併設するこ

とが可能であればＬＮＧの気化における冷熱を活用することも可能である。ＬＮＧの冷熱を活用

する上で低温倉庫等を組み合わせることにより、より効率的に冷熱を活用することが可能である。

低温倉庫を拠点として日本から輸出する食材の物流拠点や加工食品の拠点とする事も可能となる。

今後、東南アジアでＬＮＧの拠点となる地域を表-10 に示す。 
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表 10 東南アジアにおける現状及び計画中のＬＮＧ拠点立地 

    

 （アジアのエネルギー需給及び流通を取り巻く状況に関する調査報告書等より抜粋） 

 

一方、海外での電力料金は日本に比べ 1/2 から 1/3 になる地域もある。現地の電力供給状況を検

討することも重要である。 

 

図 13 海外における一般電気料金の比較 

 

（ＪＥＴＲＯ 第 25 回アジア・オセアニア主要都市・地域の投資関連コスト比較、p9） 

  

受入基地（万t）
建設予定

（年）
永安 744 1990
台中① 300 2009
台中② 200 2018
台北 500 2018
Map Ta Phut,Rayong① 500 2011
Map Ta Phut,Rayong② 500 2017
Melaka 380 2013
Pengerang 350 2018
Lumut N.A -
Lahad Datu 100 -
West Java 300 2012
Lampung LNG 200-300 2014
Arun 300 2015
Central Java1 300 2016
Central Java2 120 -
Pagbilia 400 2015
Bataan 350 2018
Batangas 400 2016-2017
Jurong Island1 350 2013
Jurong Island2 250 2014
Jurong Island3 500 2018
Thi Vi 100 2017
Son My 300 2019-2020

シンガポール

ベトナム

LNG拠点

台湾

タイ

マレーシア

インドネシア

フィリピン
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4-1-2．水インフラの整備 

上水の価格は日本よりも安い国が多いが、供給の安定性を調査する必要がある。また、野菜を

栽培する上で水質は非常に重要であるが、各国の地下水や上水は日本の水質と大きく異なる場合

があるため、充分な注意が必要である。現地のニーズに合わせた水質処理設備と組み合わせＩＴ

グリーンハウスのインフラ輸出をおこなう。 

 

図 14 海外における一般水道料金の比較 

 

（ＪＥＴＲＯ 第 25 回アジア・オセアニア主要都市・地域の投資関連コスト比較、p10） 

 

4-1-3.ＩＣＴインフラの整備 

海外でＩＴグリーンハウスの管理をおこなうためにはＩＣＴインフラの環境整備をおこなう必

要がある。また、ＩＣＴの環境整備はＩＴグリーンハウスのみならず、各種産業の基盤となるイ

ンフラとなる。サイバー空間に関する国際的なルール作りや情報セキュリティーの支援も政府が

主体となり積極的に支援をおこなう事が重要である。取得したデータ活用やビッグデータの形成

を進めるためには標準化やプラットフォーム形成が必要である。現在わが国では、平成 26 年にＩ

Ｔ戦略本部が決定した「農業情報創成・流通促進戦略」に基づき、農業情報を異なる生産者・機

器の間で相互に活用することを目的とした標準化ガイドラインを策定中であるが、利用は主に担

い手問題から国内農業者を想定している。我々の提案は日本からはＩＴグリーンハウスと関連イ

ンフラを輸出し、国内の農業担い手の栽培指導によるＩＣＴ栽培支援サービスの提供を考えてい

るので、当初からこういった海外におけるアグリビジネスへの活用もあることを前提にして検討

していただきたい。また国際的なルール作りという点でも欧米の動きに注意が必要である。欧州

ではＥＵの第 7 次研究枠組計画（ＦＰ７）におけるＩＣＴプロジェクトとして、3 億ユーロの予

算の下、2011 年から 5年計画のＦＩ－ＰＰＰ（次世代インターネット官民連携）プログラムにお

いて、オランダのワーヘニンゲン大学・研究所が中心となり農業と物流を組み合わせたＦＩ－Ｓ
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ｐａｃｅが消費者起点に立つ農業領域のプロジェクトとして進められてきたが、標準化は国ごと

に進んでいる模様でＥＵ全体を統一するものは存在しない。EU は現在第 7次研究枠組計画に続く

Ｈｏｒｉｚｏｎ ２０２０でも継続的に検討している模様である。一方、米国では革新的な技術

とメディア革新的なデジタル技術に関する研究所として有名な米国マサチューセッツ工科大学 

(ＭＩＴ)メディアラボが「オープン・アグリカルチャー・イニシアチブ」というプロジェクトで

農業に特化したオープン・ソース・ハードウエアやソフトウエア、そしてデータの開発を行って

おり、気温や水温などの条件をコンピューターで管理して作物を栽培し、そのデータを世界中で

共有する「未来のデジタル農業」を目指している。また米国の農業ビジネスセクターにおいても

農産物小売り、肥料、農薬、穀物・飼料、精密農業、種苗、特殊化学品、関連システム・ソフト

ウェア・サービス提供者の 8 つの農業関連産業セクターが集まって農業ｅ・ビジネス拡大のため

に設立された非営利団体 AgGateway への参加企業は既に 230 社以上になり、この活動を AgGateway 

Global Network として世界展開を始めている。昨年は欧州に AgGateway Europe が設立され、、ラ

テンアメリカとオーストラリア・ニュージーランドも現地 AgGateway Global Network の設立を計

画している。現在日本では戦略的イノベーションプログラムの「次世代農林水産業創造技術」の

中で農業のスマート化を担当している一般社団法人ＡＬＦＡＥ（Area-wide e-Laboratory for 

Food, Agriculture & Environment、アジア・太平洋 食・農・環境情報拠点)が AgGateway Japan

の設立を計画していると公表されているが、日本国内で検討されている農業用プラットフォーム

についてはこういった海外動向も睨み、グローバルなベンチマーキングを行いながら検討するよ

うにお願いしたい。 

 

4-1-4.コールドチェーンの整備 

ジャパンブランドとして野菜の品質を担保するためコールドチェーンは不可欠である。しかしな

がらアジアの都市でコールドチェーンの整備が進んでいる地域は限られる。ＪＥＴＲＯの報告書

と 2016 年に政府（「農林水産業・地域の活力創造本部」）においてまとめられた「国・地域別の農

林水産物・食品の輸出拡大戦略」に輸出環境の一つとしてコールドチェーンの整備状況が報告さ

れていたので表 11 にまとめた。現状でコールドチェーンが整備されている東南アジアの国々はシ

ンガポール、タイ、フィリピンなど限られている。都市部においてはコールドチェーンの整備が

進んではいるが、地方はこれから整備が進む状況であり、ＩＴグリーンハウスのインフラ輸出で

は都市近郊に建設するか、コールドチェーンのシステムを含めたインフラ輸出をおこなう必要が

ある。日本の鮮魚等の流通と連携したコールドチェーンの展開において、日本食材の輸出対象都

市を検討し、政府主導の基でコールドチェーンの整備を支援することが重要である。 
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表 11 アジア各国の概要とコールドチェーン整備状況 

 

（ＪＥＴＲＯ「2013 年度主要国・地域におけるコールドチェーン調査」及び「国・地域別

の農林水産物・食品の輸出拡大戦略」より抜粋） 

 

4-2.開発体制、技術研究組合等の整備 

オランダでは産学官が一体となり、植物工場の技術開発や栽培技術の開発を進めている。日本で

も個別技術開発は民間企業や大学、研究機関で特色のある技術開発を進めているものの、統合し

たシステムとしての開発は進んでいない。本プロジェクトではＩＴグリーンハウスの技術開発と

して素材、構造設計、栽培システム、環境制御システム、ＩＣＴシステム等の各種技術を組わせ

た、産学官による基盤技術の研究開発体制の構築を提言する。社会実装を推進するための開発体

制は、民間企業が中心となり政府の支援を受け長期的な開発を進めることが必要である。大学や

研究機関で進めている先端技術を、早期に社会実装をおこなうことが可能となる実証設備の併設

も必要となる。また、日本の農業担い手の栽培技術を検証する実証フィールドとしても利用する

ことが出来る。研究・開発・実装をシームレスに推進するため、府省の連携、産学官の連携をお

こない技術研究組合等の設立を推進する。 

 

  

都市部の整備状況 地方の整備状況 課題

香港・台湾・韓国 ー ー ー
冷凍食品の一人あたりの市場規模が比較的高く、整備が進
んでいる

中国

2012年以降、国家の物流政策とし
てコールドチェーンを強化し、急速に
基盤整備が進んできた。上海地区
はかなり進んでいる

各地域でコールドチェーン施設
開発プロジェクトが進行中

ー
都市部を除き、全国的なコールドチェーンは未整備。サービ
スの質にも課題

シンガポール ー ー ー
コールドチェーンは充実しており、チャンギ空港周辺に国際
空港輸送の拠点整備の動きあり

マレーシア
販売店（卸売業者や飲食店）が独
自に整備。2011年にヤマト運輸クー
ル宅急便を開始

クール宅急便を拡大中 一部で荷崩れ（梱包の問題）

コールドチェーンは十分整備されていない状況。クアラルン
プール国際空港での輸入手続き後に待機する倉庫が常温
であり、空輸後にコールドチェーンの一時的な寸断が発生
（2014年）⇒改善を働きかけ

インドネシア
限定業者が限定顧客向けに整備。
渋滞による遅延での品質劣化もあ
り

同左
品質管理（汎用コールドチェーン未
成熟）

コールドチェーンは全体として未整備な状況（大手小売は独
自にコールドチェーンを確保）

タイ
輸入業者や小売業者が自前冷凍・
冷蔵庫を保有、大手小売業者の流
通センター民間業者少ない

ー
高品位化（高度な温度管理、人材育
成等）、コストダウン（効率配車等）

コールドチェーンの整備は進んでおり、日本産品のニーズに
ほぼ応えることができる水準に達している（ただし、バンコク
内市内は渋滞がひどく、大型車両の乗り入れ規制があること
もあり、コールドチェーンも含む物流にも影響）

ベトナム
交通事情によりバイク利用で温度
管理不良の場合有

ー
交通規制によるトラック制限、温度
管理不徹底、冷凍・冷蔵庫不足

コールドチェーンに課題。物流の末端において、温度管理が
比十分なケースがみられる。特にホーチミン市内ではトラッ
クの侵入制限により、バイクを利用せざるを得ない場合が多
く、温度管理が徹底されていないことがある

ミャンマー ー ー ー コールドチェーンは不十分で、ほとんど整備されていない

フィリピン
2002年コールドチェーン協会発足、
100社加盟、高レベルでほぼ整備さ
れている

整備中で数年後立ち上げ
電力低コスト化（日本に次ぐ高さ）、
都市渋滞と大型貨物規制

大手企業のサービスを用いれば、概ね温度管理の設備は
整っているが、輸送時のオペレーションについての管理体制
は不十分

インド
デリー、ムンバイ、チェンナイ、コルカ
タ、バンガロール、ハイデラバードに
はコールドチェーン業者あり

ー

低温貯蔵施設は全体で3,011万トン
あるが、冷蔵輸送の規模は400万ト
ンしかない。5年以内に1,400万トン
に達すると予想されている

コールドチェーンの整備は遅れている。コールドチェーンの不
足による廃棄ロスは約7,300億円

JETRO調査レポート（2014年3月）
内閣府　国・地域別の農林水産物・食品の輸出拡大戦略
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図 15 研究・開発 ・実装の連携 

 

 

ＩＴグリーンハウスの運営では管理者、作業者の人材教育が事業成功の鍵となる。特に、海外で

のＩＴグリーンハウス運営をスムーズにおこなうためには、同一のシステムで一定期間の研修が

必要である。技術開発推進機関での実証設備を活用することにより、海外でのＩＴグリーンハウ

ス運営がトラブルなくおこなうことが可能となり、ＩＴグリーンハウスの購入者も安心して事業

に参画することが可能となる。海外の政府、企業に対するショーケースとしても重要な位置づけ

となる。本プロジェクトでは高温多湿地域の実証を行うため、沖縄地区でヘクタール規模のマザ

ープラントとしてＩＴグリーンハウス技術開発センターの設置を提案する。 

ＩＴグリーンハウス事業推進においては現地での技術サービスが必要となる。各国政府との連携

をおこない、現地で技術開発や市場調査をおこなう栽培技術支援センターの設置を検討する。 

  

4-3.新品種の開発 

各国の食文化の違いにより嗜好は異なる。同じ野菜においても求められる味が異なるため、品種

のバリエーションを準備すると共に、各国の嗜好に合わせた品種の選定、品種改良が必要となる。

品種のデーターベース化をおこなうと共に、味覚に付いての評価方法を基準化し、各国の嗜好性

調査共に、品種の味覚情報をまとめ各地域に合わせた品種、栽培方法を開発をおこなう。 

品種の開発としては各国の嗜好や健康志向のニーズに合わせた機能性付与の検討や、野菜の貯蔵

性を向上させる品種の開発、各国に気候条件や病害虫に適した品種の開発をおこなう。各国の嗜

好性や病害虫の情報収集は海外の栽培技術支援センターと連携し進める。 

  

4-4.技術研究組合等を中心とした連携推進 

ＩＴグリーンハウスにおける基盤技術の開発において研究母体を設立し、輸出を推進する協議会

との連携を深める。各国のニーズは各国の経済成長や食文化の変化と共に大きく変わる可能性が

高い。各国が必要とする技術開発や作物の品種改良に付いて各社の技術開発を進めると共に、技

術研究組合等による技術実証をおこなう事により社会実装を早期におこなう事が可能となる。実
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証設備（マザープラント）の建設に向け政府の支援が必要である。 

 

5．ＩＴグリーンハウス事業推進体制 

ＩＴグリーンハウスの技術開発と、優れた日本の食文化（ジャパンブランド）を世界に発信、

普及するとともに、ＩＴグリーンハウス事業の拡大を単独企業で行う事は不可能である。産学官

連携、産産連携によりＩＴグリーンハウス事業の基盤確立を行う推進機関（仮称：ＩＴグリーン

ハウス事業推進協議会）の設置を検討する。また、推進機関では、ジャパンブランド（農産物及

び基盤技術）を認証する仕組みを明確化しブランド認証を行うとともに、ＩＴグリーンハウス事

業海外展開のためプロジェクトの取り組みを推進する。「アグリ・イノベーション・コンプレック

ス」の全体像を図 16 に示す。また、取り進めのスケジュールを図 17 に示す。 

 

図 16 「アグリ・イノベーション・コンプレックス」の全体像 
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図 17  「アグリ・イノベーション・コンプレックス」のスケジュール 

 

 

5-1.現状の課題とあるべき姿 

内閣府の施策では科学技術イノベーション総合戦略 2016 の中で海外を視野に入れたＩＴフード

チェーンシステム、経済産業省では農商工連携等によるグローバル・バリューチェーン構築事業、

農林水産省の施策では「知」の集積と活用の場の構築事業において海外への展開を含めた事業等

により輸出の推進や技術開発の推進が進められている。しかしながら、ＩＴグリーンハウスの海

外輸出に付いて推進する施策はインフラ輸出の一部として限られており、市場と技術開発を継ぐ

マーケティング目線をもった社会実装をおこなう体制が出来ていない。海外へのＩＴグリーンハ

ウス事業を日本の新たな産業とする上で、政府等に対する施策の提言と、社会実装を推進する体

制が必要である。このため、民間を主体する「ＩＴグリーンハウス事業推進協議会」の設立を検

討する。 

 

5-2.推進体制の構築 

Society5.0 に向け、日本ならではの高度なものづくり技術をベースとしたＩＴグリーンハウス

に、最新の情報通信技術（ＩＣＴ）をハイブリッド化し、積極的な海外事業展開を目指す。また、

ＩＴグリーンハウスを中心としたインフラ輸出により、関連食品事業をパッケージ化したＩＴグ

リーンハウスの新事業を創出し、食の現場における革新的なソリューションとして、日本農業の

競争力強化に貢献する。ＩＴグリーンハウス事業を早期に展開するため、図 18 の協調領域による

標準化、情報収集、ブランド認証等の取り組みを協議会として産学官で取り進め、プロジェクト

の形成を推進する。2017 年度に協議会の創設をおこない、表 10 の取り組みを民間企業と政府と

の連携により取り進める。協議会では海外情報の集約を行うと共に、関連府省との連携をおこな

いＩＴグリーンハウス事業の推進、政策提言を行う。また、協議会は海外におけるＩＴグリーン

ハウス事業の基盤確立を行うため、ＩＴグリーンハウスインフラ輸出の推進と、関連食品事業の

プロジェクト形成と案件の創出を行う。 

ＩＴグリーンハウスで生産する野菜をジャパンプレミアムブランドとして世界に展開するため、

「知」の集積と活用の場 産学官連携協議会、グローバル・フードバリューチェーン推進官民協
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議会、和食ブランド協議会、日本青果輸出促進協議会、HACCP 普及推進中央連絡協議会、日本Ｇ

ＡＰ協会、海外水循環システム協議会等との情報交換や施策の共有化が必要である。 

海外におけるＩＴグリーンハウス事業展開のため、産産連携のプロジェクトを組成・推進し、優

れた日本の食文化（ジャパンブランド）の魅力を武器として用い、ＩＴグリーンハウスの新事業

を創出する。ＩＴグリーンハウスを中心とし、食品加工事業等の第 2 次産業やレストラン等の第

3 次産業とともにＩＴグリーンハウス事業を中心とした 6 次産業化を推進し、関連事業をパッケ

ージ化したプロジェクトを推進する必要がある。 

ＩＴグリーンハウス事業推進のためオープンイノベーションを行う共同体（アグリ・イノベーシ

ョン・コンプレックス）の実装をおこない、優れた日本の食文化（ジャパンブランド）の魅力を

武器として用い、ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ等を高度に活用したＩＴグリーンハウスを核とす

るサービス事業やライセンス事業をパッケージとした、海外におけるＩＴグリーンハウスの新事

業を創生、推進するための事業モデルを構築するする必要がある。 

ジャパンプレミアム野菜の世界展開を行う事により、日本の鮮魚、肉、根菜類等の輸出が相乗効

果を持って拡大し、日本食文化の飛躍的な拡大に繋がる。農家がＩＣＴを通してＩＴグリーンハ

ウス栽培ノウハウを提供することにより海外事業への参画が可能となり、所得の向上に繋がる。

また、海外で取得されるビックデータの活用により、国内のＩＴグリーンハウス事業も大きな成

長が期待できる。 

 

図 18 協調領域における協議会等推進組織の取り組み 
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表 10 協議会における検討項目 

 

 

 

図 19 ＩＴグリーンハウス事業推進協議と技術研究組合の連携 

 

 

5-3.ブランド認証の組織化 

優れた日本の食文化を担保しブランド化を推進するため、①ＩＴグリーンハウスの仕様、②品

質管理技術、③生産品の品質を保証する認証機関を設置するための仕組み作りについて検討を行

う予定である。ＩＴグリーンハウス製品のジャパンブランド認証により、ジャパンプレミアムの

価値を付与することが可能となる。 
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6．ＩＴグリーンハウスのビジネスモデルとビジネススキーム 

6-1.ビジネスモデル・ビジネススキームの全体像 

 ＩＴグリーンハウスの事業の全体像をバリューチェーンによりまとめると以下となる。 

 

図 20 本事業のバリューチェーン 

 

 

本事業の中心である栽培段階からみて上流側（資材・用役）や下流側（加工、流通、販売）にお

いて様々な事業が想定され、サービス事業としても複数の事業が考えられる。 

ＩＴグリーンハウスのインフラ輸出事業を中心として、現地ニーズに対応した最適な各事業を組

み合わせたバッケージ化事業としてのビジネスモデル・ビジネススキームを構築し、複数のプロ

ジェクトを推進する。 

 

6-2. 現地ニーズに対応した各プロジェクトの構想案 

①プロジェクトタイプⅠ：競争力強化したＩＴグリーンハウスのインフラ輸出事業 

 先ずは事業の中心であるＩＴグリーンハウスインフラの競争力を究極まで強化しなければなら

ない。本プロジェクトのＩＴグリーンハウスのコンセプトは「亜熱帯・熱帯地域において、現地

ニーズに対応した最適栽培品種構成を、オランダ並みの低コストで栽培できる農業システム」で

ある。顧客である現地企業に対して本ＩＴグリーンハウスが利益の出る事業であることを明示で

きる必要がある。その為に、以下の機能に関わる各企業を中心とした産学官連携、産産連携のオ

ールジャパンの体制によりプロジェクトを推進する予定である。 

①事業全体、②建設・エンジニアリング、③栽培技術、 ④運営管理、⑤資材、⑥生産物の品質・

価値向上、⑦販売・流通 

 栽培品種に関しては、現地の顕在ニーズ・潜在ニーズを十分に調査・把握し、それに対応した

最適な品種構成を栽培できる農業システムに仕上げていく。現地市場調査やサンプル試験販売な
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どで段階的にニーズの精度を高めていき、最終的には沖縄等の亜熱帯地域で実証設備（１ha 規模

のＩＴグリーンハウス）を建設し、輸出販売すること等による仮説検証を繰り返して、本ＩＴグ

リーンハウスコンセプトに則した高競争力のＩＴグリーンハウス事業であることを立証していく

必要がある。 

 

②プロジェクトタイプⅡ：バリューチェーンを連携した垂直統合型事業 

 ＩＴグリーンハウスのバリューである「栽培」の上流側「資材・用役」や下流側「加工」「流

通」「販売」の各事業をＩＴグリーンハウスと最適に組み合わせた垂直統合型事業により顧客価値

提供を最大化していく。 

【上流側との連携】 

例えば、水事業との連携が挙げられる。安全・安心なＩＴグリーンハウスと日本の得意とするク

リーンルーム空調技術や排水処理技術をパッケージ化した事業展開も重要である。これらの設計

技術を保有する企業の連携をおこなう。 

 

【下流側との連携】 

食品加工工場との連携ではＩＴグリーンハウスで生産した野菜の二次加工としてサラダの加工

やジュースやジャムの加工をおこなう事によりカット野菜、サラダ、ジュースやジャム等の高付

加価値製品の提供を可能とする。また、これらの食品加工の場合はＩＴグリーンハウスに内製化

して一体運営することによりＩＴグリーンハウスの付加価値が上がると共に、生産品の歩留が向

上し低コスト化や品質管理面からも望まれる。食品加工には更に加工度の高い野菜飲料、乾燥野

菜、冷凍野菜、冷凍調理食品、などもあるので、現地ニーズの状況により、これら形態との連携

も検討して行く。又、日本食スーパーやネット販売などの小売業、和食レストランなどの外食業

との連携による直接契約により、固定単価・固定期間の販売による売上の安定化や市場経由手数

料の不要化が可能となる。 

 

③プロジェクトタイプⅢ：市場情報のビックデータを活用したニーズ対応型サービスによるソリ

ューション型事業 

 主なサービス事業としては嗜好性や販売情報を活用した栽培レシピ（栽培指導）サービス、販

売支援サービスが挙げられる。これらをＡＩやビッグデータを活用した高度化したサービス事業

とすることにより、ＩＴグリーンハウスに大きな価値提供を行う継続的なソリューション型事業

となる。例えば、栽培レシピサービスとしては、嗜好性などの市場情報解析による栽培品種の最

適化、環境条件やセンシング情報の解析による最適な環境制御条件や栽培レシピの提供、などが

ある。 

 

6-3．ＩＴグリーンハウス事業推進に必要な政府の支援 

本事業の推進は来年度からの協議会における各プロジェクトの参加メンバーが主体的に実施す

るが、以下項目に関しての政府の支援を得ることにより更に活動を加速させて行きたい。 
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●関連諸国の情報収集と海外事業展開の支援  

●日本文化・日本食材の積極的なプロモーション 

●海外の産業振興策に向けた支援 

●実証プラント建設、運営への資金援助 

●政府間規模でのトップセールス 

●アジア指導員のネットワーク化・人材育成システム構築の支援 

 

7.産業競争力強化のための提言及び施策のまとめ 

ＩＴグリーンハウス事業の確立のための提言と施策を以下に記す。 

【提言 1】ジャパンプレミアム野菜の定義とそのブランド認証制度の確立 

日本産と同等品質の野菜を全世界に広めるためには、その生産方法の確立と標準化が必要となる。

具体的には、ＩＴグリーンハウスの設備、素材や、種苗、栽培方法（レシピ）、データログ、プロ

セス管理を構成要素とするパッケージとして継続的な認証制度を設けるとともに、安全・安心で

高い品質の野菜を認証し、ジャパンプレミアム野菜としてのブランド価値を維持することが可能

となる。（図 1） 

(1)産業界が行うブランド構築に必要な環境整備とその推進項目 

①ブランド認証を行う機関等の体制構築 

②基盤技術の開発と知的財産の獲得 

③安全性、品質を評価する方法の具体化、実用化 

④現地での展開・普及促進活動 

(2) 政府の支援を必要とするジャパンプレミアム野菜認証制度の確立、普及・促進に向けた項目 

①ブランド認証体制構築に向けた体制整備の支援（農林水産省） 

・ＪＡＳ法が民間発意で活用できるよう、柔軟で迅速な法改正 

・生産プロセスでの認証方法が、国際的に認知・展開できる取り組み 

②国内農業振興策と連携した種苗開発や栽培技術開発等の支援（農林水産省） 

③国際的な知的財産の保護、及び模倣対策への取り組み（農林水産省、経済産業省） 

・日本として守るべき品種の把握や品種登録の促進 

・ＵＰＯＶ条約の批准国増加や、種苗の知的財産の権利拡大と国際展開 

④既存の輸出促進策と連携したジャパンプレミアム野菜の普及・促進活動の実施（農林水産省） 

⑤農林水産物の輸出入の概念に留まらない全世界への食糧供給・流通において、日本の高い生

産関連技術の活用、貢献に関する府省横断による広い視点からの政策検討（各府省） 

【提言 2】ＩＴグリーンハウス事業推進体制の確立 

産業界は、ＩＴグリーンハウス事業を国家戦略に取り込み、その活動を加速するために、「ＩＴ

グリーンハウス事業推進協議会」（仮称）をビジネスの推進、ブランドの構築、技術開発の推進母

体として設置しＩＴグリーンハウス事業の推進をおこなう（図 2）。 

(1)海外における事業展開の基盤確立と事業推進を目的とした協議会の機能を以下に示す。 

①情報収集、政策提言、プロジェクトの形成と案件の創出、及び推進 

②ＩＴグリーンハウスの認証部門設置、現地マーケットに拡げるための広報活動 
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③技術組合等の設立による海外への技術支援体制の確立、多様性に対応するＩＴグリーンハウ

スとして基盤技術の開発や技術サポートをおこなう栽培技術支援センターの運営 

④現地人材育成（栽培技術・事業推進）のための組織提案と設立 

(2)国家戦略へのＩＴグリーンハウスと関連インフラの輸出戦略組み入れ、及び推進体制の構築 

①インフラシステム輸出戦略への組み入れ及び推進体制の構築（内閣官房） 

②科学技術イノベーション総合戦略へのＩＴグリーンハウスと関連インフラの技術開発組み

入れ及び推進体制の構築（内閣府） 

(3)政府の支援を必要とするＩＴグリーンハウス事業推進の関連項目 

①協議会の設立、運営の支援（農林水産省、経済産業省） 

②ＩＴグリーンハウス認証部門設立と運営の支援、基盤技術開発費の支援（総務省、文部科学

省、農林水産省、経済産業省） 

③ＳＩＰ等、政府プログラムとの連携によるＩＴグリーンハウス技術の確立（内閣府、農林水

産省、経済産業省） 

④社会実装を加速するための実証設備（マザープラント）、栽培技術支援センターの建設、運

営の支援（農林水産省、経済産業省） 

⑤地球環境情報、気象データ、認証等のＩＣＴデーターベースの基盤整備と運用の支援（内閣

府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省） 

【提言 3】ＩＴグリーンハウス事業創出のプロジェクト形成と推進  

産業界は政府の支援のもと、ＩＴグリーンハウス事業のプロジェクト形成を推進する。 

(1)協議会は政府や市場の情報を基にＩＴグリーンハウスと関連インフラ輸出、及びサービス提供

の具体的なスキームを形成し、現地ニーズに対応した以下プロジェクトの推進をおこなう。 

① プロジェクトタイプⅠ：ＩＣＴを活用したＩＴグリーンハウスの輸出と栽培支援サービス

を提供する事業 

② プロジェクトタイプⅡ：ＩＴグリーンハウスを起点とし、上流、下流のバリューチェーン

を連携した垂直統合型事業 

③ プロジェクトタイプⅢ：市場情報のビックデータを活用したニーズ対応型サービスによる

ソリューション型事業 

(2)政府の支援を必要とするプロジェクト推進の項目 

①日本文化・日本食材の積極的なプロモーション（内閣府、農林水産省、外務省） 

②海外のＩＣＴ農業振興策に向けた支援（外務省、農林水産省、経済産業省） 

 

 

 

 

 

 



 

   41 
 

【おわりに】 

 

2015 年第 70 回国連総会は、より良き将来を実現するために今後 15 年かけて極度の貧困、不平

等・不正義をなくし、私たちの地球を守るための計画「アジェンダ 2030」を採択し、17 の目標

と 169 のターゲットからなる「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: ＳＤＧ

ｓ）」を設定した。 

本プロジェクトでは、過去 2年間、新たなＩＴグリーンハウス・ビジネスをユースケースとし

て、政策として取り組むべき技術課題や初期ビジネスモデルに関して検討を進め、提言に纏めて

きた。ＩＴグリーンハウス・ビジネスで利用する施設園芸や植物工場は、農業の中でも極めて早

期にＩＣＴ、ＡＩ、ビッグデータ等の活用が進むと期待される分野であるとともに、水や肥料、

農薬などの使用を大幅に抑制できる生産手法であることから、「食」に関連する国際的社会課題

に取り組む入口として好適な題材であった。そのため、ＳＤＧｓへの対応の点からも、ターゲッ

ト 2.2、2.3、2.4、6.4、12.2、12.3 等の達成に向けた具体的アプローチとして取り上げるのに

相応しいものである。（別紙参照） 

特にターゲット 2.2 に関連しては国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）及び世界保健機関（ＷＨＯ）

により微量栄養素欠乏症（特に女性と子供の鉄、ヨード、ビタミンＡ、亜鉛不足）の予防・対策

として微量栄養素の栄養補給, 食品への微量栄養素の添加，食物ベースのアプローチの主に３つ

の戦略が提示されている。これまで、これまで栄養補給と食品添加による戦略が主流であったが、

今後食物ベースのアプローチによる取り組みが期待されている。その観点からもビタミンやミネ

ラルではＩＴグリーンハウスであれば世界どこでも食物ベースのアプローチが可能となるので

本分野での活用が期待される。 
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別紙．「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: ＳＤＧｓ）」の 17 の目標と本報

告書との具体的な関わり 

 

Ｓ Ｄ Ｇ ｓ と し て は 具 体 的 に 表 に 示 し た 17 の 目 標 が 提 示 さ れ て い る 。

 

 

その中で今回我々の提案に関係する食料生産・消費に対してもＳＤＧｓの具体的な目標が示さ

れているが、表中に示した項目においてＩＴグリーンハウスは大いに貢献できると考えている。 

 

 

以上 

 

SDGsの17の目標 ITグリーンハウスが貢献可能な具体的な目標

1.あらゆる場所、あらゆる形態の貧困を終わらせる

2.2 2030年までに、あらゆる形態の栄養不良を解消し、弱者
の栄養ニーズに対処。
2.3 2030年までに、小規模食料生産者の農業生産性及び所得
を倍増。
2.4 2030年までに、災害に対する適応能力を向上させ、持続
可能な食料生産システムを確保し、強靭な農業を実践。

3.あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福
祉を促進する
4.すべての人々への包括的かつ公平な質の高い教育を提供
し、生涯学習の機会を促進する
5.ジェンダー平等を達成し、すべての女性および女子のエン
パワーメントを行う

6.すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を
確保する

6.4 2030年までに全セクターにおいて水利用の効率を大幅に
改善し、淡水の持続可能な採取及び供給を確保し水不足に 対
処するともに、水不足に悩む人々の数を大幅に減少

7.すべての人々に安価かつ信頼できる持続可能な現代的エネ
ルギー（再生可能エネルギー）へのアクセスを確保する
8.包括的かつ持続可能な経済成長、およびすべての人々の完
全かつ生産的な雇用と適切な仕事を促進を確保する
9.耐久的なインフラストラクチャー構築、包括的かつ持続可
能な産業化の促進、およびイノベーションの拡大を図る
10.各国内および各国間の不平等を是正する

11.包括的で安全かつ耐久的で持続可能な都市および人間居住
（生活環境）を実現する

12.2 2030 年までに天然資源の持続可能な管理及び効率的な
利用を達成
12.3 2030 年までに小売・消費レベルおける世界全体の 一人
当たりの食料の廃棄を半減させ 、収穫後損失などの生産・サ
プライチェーンにおける食品ロスを減少

13.気候変動およびその影響を軽減するための緊急対策を講じ
る
14.持続可能な開発のために海洋資源を保全し、持続的に利用
する
15.陸地生態系の保護・回復・持続可能な利用の推進、森林の
持続可能な管理、砂漠化への対処、ならびに土地の劣化の阻
止・防止および生物多様性の損失の阻止を促進する
16.持続可能な開発のための平和で包括的な社会の促進、すべ
ての人々への司法へのアクセス提供、およびあらゆるレベル
において効果的で説明責任のある包括的な制度の構築を図る
17.持続可能な開発のための実施手段の強化し、グローバル・
パートナーシップを活性化する

2.飢餓を終わらせ、食糧安全保障および栄養改善を実現し、
持続可能な農業を促進する

12.持続可能な生産消費形態を確保する
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